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国 土 交 通 省 

 

１．背景 

 

建築士法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第１１４号）が平成１

８年１２月に公布されたことに伴い、建築士法施行規則（昭和２５年建設省

令第３８号）を以下のとおり改正することを予定しております。 

 

２．概要 

 

（１）  構造設計図書・設備設計図書の定義 

 ・当該図書の設計が構造設計となる建築物の構造に関する設計図書の内容

を定める。 

・当該図書の設計が設備設計となる建築設備に関する設計図書の内容を定

める。 

 

（２）  建築士試験の実務経験要件 

・建築士試験の受験資格として必要な建築実務を、設計・工事監理の業務

の補助、建築確認・中間検査・完了検査の業務の補助等とする。 

・二級建築士としての実務経験を有する者の一級建築士の受験資格として

必要な設計その他の実務を、二級建築士として行った設計・工事監理、

一級建築士の業務独占に係る設計又は工事監理についての補助等とする。 

 

（３）  構造設計一級建築士への法適合確認 

 ・構造設計一級建築士以外の一級建築士が構造設計一級建築士に対して構

造関係規定に適合するかどうかの確認を求める際の手続きを定める。 

 

（４）  設備設計一級建築士への法適合確認 

 ・設備設計一級建築士以外の一級建築士が設備設計一級建築士に対して設

備関係規定に適合するかどうかの確認を求める際の手続きを定める。 

 

（５）  定期講習の受講期間 

 ・一級建築士、二級建築士、木造建築士、構造設計一級建築士及び設備設

計一級建築士が当該期間ごとに定期講習を受けなければならない期間を、

原則３年間とする。 

 



（６）  管理建築士の業務要件 

 ・管理建築士の講習を受講するために３年以上従事することが必要となる

建築士としての業務を、設計、工事監理、建築工事契約に関する事務、

建築工事の指導監督、建築物に関する調査又は鑑定、建築物の建築に関

する法令又は条例の規定に基づく手続きの代理等とする。 

 

３．スケジュール（予定） 
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